
 

 
 
（ご参考） 以下は 2009 年 4 月 30 日にクライスラー社から発表された 
プレスリリースの日本語訳版です。 

2009 年 4 月 30 日 
 

クライスラー社、フィアット グループは戦略的提携に合意、 
活力溢れる新会社を設立 

 
ミシガン州 アーバンヒルズ ― クライスラー社は本日、多くの利害関係者から賛同を得た広範囲にわた

る再建計画の結果、フィアット SpA との戦略的提携に関して基本合意に達し、新会社を設立することと

決定いたしました。この合意は、クライスラーとフィアットが互いの製造拠点および販売拠点を最大限に

活用しつつ、 新市場への参入をも可能にします。フィアットのパワートレインや部品もクライスラー社の

製造拠点で生産されることになります。 

 
「このパートナーシップは、戦略的な優位性に裏づけされたものでクライスラー社を活力溢れる新会社へ

と変えるものです。」とクライスラー社 会長兼 CEO のロバート・ナーデリは述べています。「より燃費効

率に優れ環境に優しく高品質の自動車から構成される、より幅広く競争力のあるラインアップを、顧客や

ディーラーへ提供することが可能となります。パートナーシップが新会社へもたらすメリットとして、我々

の現在のラインアップを補完する魅力的な製品へのアクセスや技術協力、そしてより強力な世界規模の

販売流通が挙げられます。」 

 
クライスラー社は、グローバル市場での製品提携のための計画を進めるべく一年以上前にフィアット社

との協議をスタートしました。この数ヶ月間にその協議は、発展し拡大しました。クライスラーと利害関係

者は、辛抱強く協議を重ね、大幅なコスト削減や幅広い戦略提携を実現するために譲歩し合い、合意に

至ることができました。 

 
「新会社がジープ、ダッジ、クライスラーブランドの自動車、そしてモパーブランドの部品を製造し、品質

を維持することを皆様に請け合いたいと思います。クライスラー社の従業員は、この新会社の従業員と

なり、クライスラーディーラーは、顧客へサービスを提供するために、これまで通り営業を継続します。 
すべての車両保証は、中断されることなく履行されますので、お客様は、安心してクライスラー車を引き

続きご購入することができます。」とナーデリは述べています。 

 
多方面にわたり交渉は相当な進展を遂げたものの、全ての債権者からは必要であった譲歩を得ること

ができず、倒産手続という選択肢を避けることが出来ませんでした。結果として、米国財務省の指示に

より、クライスラー社と同社が 100%保有する米国子会社 24 社は、本日、米国 ニューヨーク州 サウザ

ンディストリクトを管轄する連邦破産裁判所に対して連邦倒産法第 11 章（日本の民事再生法に相当）

に基づく申立を行いました。 

 
「全面的な合意に達することが出来ませんでしたが、フィアットとの基本合意に達するために、クライス 
ラー社の利害関係者が多くの犠牲や妥協をしてくれたことに感謝しています。」とナーデリは述べました。

「私の第一優先は、クライスラー社と会社の成功に依存している数千もの人々を守ることでした。グロー



 

バルな提携に達したことは、とても喜ばしいことですが、連邦破産法第 11 章の申立を行ったことに個人

的にはとても落胆しています。これは私の第一希望ではありませんでした。」 

 
クライスラー社は、同時に、フィアット社との合意およびクライスラー社の主要資産の新会社への売却に

ついて裁判所の早急な承認を求めるべく、連邦破産法第 11 章の 363 条に基づく申立も行います。    
この申立の特徴は、スピードです。長期存続を目指しスリム化した新会社を 30 日から 60 日の間に発

足させることが可能となります。 

 
2007 年 8 月以来、クライスラー社を指揮してきたナーデリは、クライスラー社 取締役会および米国財

務省に対し、新会社が連邦破産法第 11 章の手続から解放され、またフィアット社との提携が完了した

後に辞職する意向を発表しました。ナーデリは、サーベラス・キャピタル・マネジメント社のアドバイザー

の地位に戻ります。「今こそフィアット社と再編を推し進めるために新しいリーダーを迎えるべき時で     
しょう。」とナーデリは述べました。「全ての利害関係者と共に、順調な提携の成立によって新会社が迅

速に誕生していくのを支援していきたいと思います。」 

 
再建期間中、「通常通りの業務」を継続することが可能となるように米政府が再建企業（DIP: debtor-in-
possession）向けつなぎ融資を十分提供します。新会社は、大切なお客様へのサービスを継続するた

め、保証クレームに切れ目なく対処し、サプライヤーへ支払い、ディーラー本体による経営を維持します。 

 
「困難であっても必要な変革を迅速に実施するために、倒産法という制度を使い、活力あふれる新会社

を創造します。変革とは、現職および退職者の賃金と手当の体系について合意したこと－これは海外  
メーカーと比べ競争力のあるものです－、債務と支払利子の削減、遊休資産の処分、合理化され高効

率の販売ネットワーク、サプライヤーとの妥当な契約を含んでいます。」とナーデリは述べました。 

 
クライスラー社のメキシコ、カナダ、そして他の海外市場の現地法人では、いかなる倒産手続も行われ

ません。 

 
再建の一環として、また、米国財務省の支援を受け、我々は、GMAC 社がクライスラーディーラーと   
消費者のビジネスのため、優先的な貸し手となることについて、同社と基本的な合意に達しました。今後

は GMAC 社がクライスラーディーラーと顧客のために割賦商品について標準利率で最良の長期ファイ

ナンスオプションを提供できるようになります。 

 
 
手続が完了次第、VEBA（任意従業員福利厚生基金）が新会社の 55%を保有し、米政府およびカナダ

政府が 10%を按分して保有します。フィアット社は、当初 20%を保有し、以下の条件を満たした場合に

三段階に分けて追加で保有割合を 15%増加する権利を持ちます。すなわち、米国で生産される自動車

用に燃費 40 mpg を実現するプラットフォームをクライスラーに供与することで 5%、また米国で生産さ

れるクライスラー車に使用するため燃費効率の良いエンジンラインアップを提供することで 5%、更に   
クライスラー車の輸出を促進するためグローバル市場での販売網へのアクセスをクライスラーに供与す

ることで 5%です。フィアット社は、米政府からの支援金の返済が完了するまで、新会社の過半数株式

の保有者にはなれません。 

 



 

再建の一環として、ほとんどの製造業務は 2009 年 5 月 4 日より一時的に停止されます。生産スケ   
ジュールが正常化するのは手続完了時（30 日から 60 日以内と予想されます）となります。 

 
「米国政府、米国財務省、米国大統領自動車タスクフォースチーム、議員の方々、州および地域代表の

方々、並びにカナダ連邦政府およびオンタリオ州政府が新会社の推進を支援するために払って下さっ

た労力と努力に感謝いたします。」とナーデリは述べました。「提携の基盤を提供して下さったサーベ    
ラス社およびダイムラー社をはじめ、UAW と CAW の指導部、従業員、ディーラー、そしてサプライヤー

を含む他の多くの利害関係者へ感謝することも重要です。彼らの大きな犠牲や惜しみない忠誠、そして

揺ぎないクライスラー社への信頼なしに、この提携は不可能でした。フィアットとのこの新たな提携に   
大きく期待しています。確かに、計画を実行していくために多くの変化も生じるでしょう。しかし、本日より、

財務状態の良好な会社に支えられながら、低減された債務と健全化したバランスシート、より豊かな   
製品のラインアップを持つ新会社を、多くの素晴らしい部品から構築して参ります。」 

 
※ クライスラー社の再建に関して、以下の URL にて情報が更新される予定です。 

www.chryslerrestructuring.com 
 
 
 
 
 


